
２

沖
縄
県
知
事
は
、
前
項
の
実
施
状
況
報
告
書
に
関
し
、
認
定
特
定
情
報
通
信
事
業
を
適
正
に
実
施
し
て
い
る

と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
実
施
状
況
報
告
書
の
提
出
を
受
け
た
日
か
ら
原
則
と
し
て
一
月
以
内
に
、
認
定
法
人

に
対
し
て
、
当
該
認
定
特
定
情
報
通
信
事
業
を
適
正
に
実
施
し
て
い
る
と
認
定
し
た
こ
と
及
び
当
該
認
定
の
概

要
を
記
載
し
た
書
面
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

３

沖
縄
県
知
事
は
、
前
項
の
認
定
を
し
な
い
と
き
は
、
認
定
法
人
に
対
し
て
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
通
知

す
る
も
の
と
す
る
。

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
命
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
総
理
府

大
蔵
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲

げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
る
。

改

正

後

改

正

前

（
令
第
一
条
の
三
第
一
項
第
二
号
ハ
に
規
定
す
る
規
模
）

﹇
条
を
削
る
。﹈

第
一
条
の
五

令
第
一
条
の
三
第
一
項
第
二
号
ハ
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
規
模
は
、
住
宅
の
戸
数
三
百

戸
と
す
る
。

（
新
住
宅
市
街
地
開
発
事
業
に
準
ず
る
事
業
）

﹇
条
を
削
る
。﹈

第
一
条
の
六

令
第
一
条
の
三
第
一
項
第
三
号
ロ
に
規
定
す
る
新
住
宅
市
街
地
開
発
事
業
に
準
ず
る
主
務
省
令
で

定
め
る
事
業
は
、
主
と
し
て
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
を
造
成
し
、
併
せ
て
法
第
十
九
条
第
二
項
第
三
号
の
二

に
規
定
す
る
関
連
利
便
施
設
を
建
設
し
、
又
は
同
項
第
三
号
の
三
に
規
定
す
る
関
連
公
共
施
設
を
整
備
す
る
事

業
で
、
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

当
該
事
業
が
行
わ
れ
る
区
域
が
、
新
住
宅
市
街
地
開
発
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
四
号
）
第
二

条
の
二
第
一
号
及
び
第
二
号
並
び
に
第
三
条
第
二
号
に
掲
げ
る
条
件
に
該
当
し
、
か
つ
、
次
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
こ
と
。

イ

都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）第
八
条
第
一
項
第
一
号
の
第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、
第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
一

種
住
居
地
域
、
第
二
種
住
居
地
域
若
し
く
は
準
住
居
地
域
又
は
準
工
業
地
域
及
び
近
隣
商
業
地
域
又
は
商

業
地
域
内
に
あ
つ
て
、
そ
の
大
部
分
が
第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、
第

一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
一
種
住
居
地
域
、
第
二
種
住
居
地
域

又
は
準
住
居
地
域
内
に
あ
る
こ
と
。

ロ

都
市
計
画
法
第
八
条
第
一
項
第
一
号
の
第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
一
種
住
居
地
域
、
第
二
種
住
居
地

域
又
は
準
住
居
地
域
内
に
あ
る
こ
と
。

二

当
該
事
業
が
行
わ
れ
る
区
域
の
面
積
が
十
六
ヘ
ク
タ
ー
ル
以
上
で
あ
る
こ
と
。

令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報
〇
内
閣
府

財
務
省
令
第
一
号

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
（
令
和
四
年
政
令
第
百
六
十
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
七

年
政
令
第
百
八
十
六
号
）
第
一
条
の
三
第
一
項
第
五
号
ホ
及
び
第
七
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

岸
田

文
雄

財
務
大
臣

鈴
木

俊
一




		2022-03-31T16:03:21+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み




